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岐阜県の姿
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●

●
●

岐阜県
●
高山

岐阜
●

東京

名古屋

京都

大阪

中部国際空港
（セントレア）

岐阜県は日本のほぼ中央に位置

●人 口・・・・・・・・・・・・・・・・ 192万人  （R6 全国17位）

●面 積・・・・・・・・・・・・・・１万621k㎡  （R7 全国 ７位）

●産業別就業人口比率（R2 国勢調査）

第1次産業 2.9％ （全国平均 3.5％）

第2次産業 32.6％ （ 〃 23.7％）

第3次産業 64.5％ （ 〃 72.8％）

＜岐阜市へのアクセス＞
東京～約２時間（新幹線）
大阪～約１時間（新幹線）
中部国際空港～約１時間（電車）

＜高山市へのアクセス＞
東京～約３時間半（新幹線）

●県内総生産（名目）・・8兆110億円 （R3 全国20位）

●事業所数・・・・・・・・9万2210事業所 （R3 全国17位）

●事業所従業者数・・・・・88万4667人 （R3 全国18位）

●製造品出荷額・・・・・・6兆7202億円 （R5 全国20位）

●県内観光入込客数・・・・・6222万人 （R5 延べ人数）

●経済活動別県内総生産 （R4）

低い完全失業率
■R7.4～6月期
岐阜県 2.0%(全国36位)
全国  2.6%

高い有効求人倍率
■R7.7
岐阜県 1.47(全国６位)
全国  1.22

工場立地件数が多い
■R6速報
岐阜県 49件(全国３位)
全国  18.2件

地の利 （岐阜市まで）

■名古屋～約20分（電車）
■大阪～約1時間（新幹線）
■東京～約2時間（新幹線）

●

富山

●
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東海北陸自動車道

中部縦貫自動車道

東名高速道路

新東名高速道路

濃飛横断自動車道

飛驒清見ＩＣ

白鳥ＩＣ

中部国際空港

名古屋

小松空港

Ｎ

郡上八幡ＩＣ

中津川ＩＣ

富山
きときと
空港

東海環状自動車道

養老ＩＣ

新名神高速道路

いなべＩＣ

九頭竜ＩＣ

（仮称）油坂出入口

高山

岐阜

白川郷ＩＣ

富山

金沢

可児御嵩ＩＣ

土岐ＪＣＴ

中央自動車道

＜東海北陸自動車道＞
飛驒清見ＩＣ～白川郷ＩＣ間の一部と
白川郷ＩＣ～南砺ＳＩＣ間を４車線化整備中

＜東海環状自動車道＞
養老ＩＣ～いなべＩＣ間を整備中
（開通時期未定）

東海道新幹線

＜リニア中央新幹線＞

2027年以降 東京-名古屋間開業
予定

JR高山線

福井空港

＜中部縦貫自動車道＞

2029年春開通予定の九頭竜ＩC～
（仮称）油坂出入口間を整備中
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＜中部縦貫自動車道＞

平湯ＩＣ～(仮称)久手ＩＣ間、
（仮称）丹生川ＩＣ～高山ＩＣ間を
整備中

名神高速
道路

＜東海環状自動車道＞
土岐ＪＣＴ～可児御嵩ＩＣ間を
４車線化整備中

信州
まつもと
空港

優れた交通インフラネットワーク

南砺SIC

主要高規格道路 主要高規格道路
（整備予定）

主要鉄道（新幹線等）

リニア中央新幹線
（整備予定）

（仮称）久手IC

平湯IC
（仮称）丹生川IC

北陸新幹線要延伸



1.若者や女性が持てる力を発揮できる働き方や職場をつくる

2.子どもを産み育てやすい環境やサポートシステムをつくる

3.お年寄りや障がいがある方が活躍できる場や居場所をつくる

4.災害などに強いインフラや医療・防災システムを整備する

5.鳥獣害のない里山を作り多様な価値を生む農業を推進する

6.山林や堆肥などを活用したクリーンなエネルギーを供給する

7.中堅中小企業の生産性を高め伝統産業の価値を発信する

8.社会課題を解決し未来を拓く新たなビジネスや産業を生み出す

9.豊かな感性を育み多様な子どもが一緒に学ぶ教育を実現する

10.文化や芸術、スポーツなど人生を豊かにする活動を促進する

（１）専門家を活用した森林経営改革の推進
（２）「脱炭素社会ぎふ」の実現に向けた森林の活用
（３）地産地消型の木質バイオマス燃料の利用促進
（４）脱炭素化に向けた再生可能エネルギー活用の促進
（５）森林文化アカデミーを拠点とした技術者の確保・育成

（１）本県が誇る地場産業の振興と伝統産業の未来への継承
（２）ＡＩ・ロボット技術等の活用による生産性向上の加速化支援
（３）中小企業のイノベーション創出支援
（４）多様なニーズに対応した人材育成の促進
（５）「稼ぐ力」の強化に取り組む小規模事業者への支援【再掲】

（１）地域課題の解決に向けたＤＸの推進
（２）ＡＩ・ドローンなど先進技術等の活用による新たな価値創出
（３）インターンシップの活用等による高度外国人材等の就労促進
（４）航空宇宙等次世代産業の成長に向けた支援
（５）スタートアップの創出・成長に向けた支援【再掲】

（１）ふるさと教育など豊かな人間性を育む教育の推進 
（２）中高生等を対象にしたキャリア教育の充実
（３）デジタル人材育成に向けた教育環境の整備
（４）教職員の働き方改革と優れた教職員の確保のための環境整備

（５）「ぎふ木育３０年ビジョン」の実現に向けた木育の推進 

（１）世界に選ばれる持続可能な観光地づくりの推進
（２）文化を切り口とした地域の新たな魅力創出
（３）文化活動への県民の参加促進
（４）本県文化の魅力の国内外への発信
（５）スポーツ立県・ぎふづくりの推進

（１）スタートアップの創出・成長に向けた支援
（２）「稼ぐ力」の強化に取り組む小規模事業者への支援
（３）若者のＵターン就転職・定着の促進
（４）若年技能者等の産業人材の育成・確保
（５）ワーク・ライフ・バランスの推進

（１）不妊治療など妊産婦等への支援の充実
（２）「ぎふっこまんなか社会」の推進
（３）子育て世帯等への経済的支援
（４）困難な状況にあるこどもへの支援
（５）保育士など子育て人材の育成・確保

（１）高齢者の生きがいと健康づくりの推進
（２）障がい者の文化芸術・パラスポーツの推進
（３）障がい者の就労・職場定着の支援 
（４）医療的ケア児等への支援の充実
（５）社会福祉施設の安全性・利便性の向上

（１）地域防災力の強化と危機管理への対応力向上
（２）国際基準に準拠した避難所の環境整備支援
（３）物資拠点の充実など災害時の孤立対策の強化
（４）災害に備えた防災対策の強化
（５）医師の勤務環境改善・医療提供体制の強化

（１）鳥獣被害対策のモデル構築に向けた取組推進
（２）有機農業の推進など農業の高付加価値化への対応
（３）農泊・ジビエなど中山間地域の魅力を生かした農村の活性化 
（４）農業を支える多様な人材の育成・確保
（５）県産農畜水産物の輸出拡大と大都市圏の販売促進の強化

安心と挑戦の岐阜県：共に未来を創る場所
－ 安心とワクワクがあふれる社会を目指して －

ワ
ク
ワ
ク

安 

心
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■  令和６年の工場立地件数（製造業）は４９件で全国３位、工場立地面積は５１haで全国６位と
引き続き好調を維持

■  今後とも、ソフト面、ハード面の対策を講じることで、更なる企業誘致を推進

＜要 因＞

１ 広域アクセスの充実
 ・ 高速道路網整備による広域アクセスの充実

２ 強固な地盤、豊富な水
 ・ 地震災害リスクに備えた強固な地盤、
岐阜、西濃地域の豊富な水

３ 市町村と連携した企業誘致の推進
 ・ 県と市町村が連携し積極的に展開

＜現在の取組み＞

○ ソフト面 ：各種補助金、企業に寄り添った伴走型支援、働いてもらい方改革の推進による労働力が確保しやすい
  環境づくり等により県内への立地企業を支援

○ ハード面 ：戦略的な工場用地開発の推進
→ 東海環状自動車道の全線開通やリニア中央新幹線の開業を見据えて優先度が高い工場用地候補地の

 開発可能性調査等に係る経費の支援を実施し、加速的に開発を推進

R2 R3 R４ R５ R６
岐阜県件数 46 50 56 32 49
順位 5 3 3 7 3
全国平均件数 17.7 18.4 19.6 17.0 18.2

出典　経済産業省　「工場立地動向調査」　（製造業）

＜立地件数＞

企業誘致の取組
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

企業立地の累計推移（製造業） ： 件数

～H21年度からの累積～

岐阜県

全国平均

【江崎グリコ(株) グリコマニュファクチャリングジャパン岐阜工場（本社：大阪府）】
○企業の事業所設置に係る初期投下固定資産取得費（土地、建物、償却資産）等に対して助成する「岐阜県企業立地
促進事業補助金」を活用し、乳幼児用粉ミルクの製造を行う工場を新設
－立地場所：安八町、操業開始日：令和６年４月

【へレウス・エレクトロナイト(株) 恵那本社工場（本社：千葉県→岐阜県）】
○本社及び工場を千葉県から岐阜県恵那市へ全面移転。「岐阜県企業立地促進事業補助金」を活用し、溶融金属用セ
ンサー（温度・酸素センサー、水素・窒素センサー等）の製造を行う工場を新設。
－立地場所：恵那市、操業開始日：令和７年４月
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企業の集積

最近の実績



メディカル工業団地

生活技術研究所

中部縦貫自動車道
高山ＩＣ

白鳥ＩＣ

岐阜大和ＩＣ

飛騨清見ＩＣ

丹生川ＩＣ

地下フードリサーチクラスター

中部総合車両基地

多治見ＩＣ

土岐南多治見ＩＣ

恵那ＩＣ
中津川ＩＣ

リニア関連企業

鉄道車両用電気機器
部品製造企業

トヨタ紡織テストコース

リニア岐阜県駅

岐阜大学応用生物
科学部

農業技術センター

ソフトピア

養老ＳＩＣ

関ケ原ＩＣ

安八ＳＩＣ

岐阜羽島ＩＣ

大野神戸ＩＣ

大垣西ＩＣ

岐阜ＩＣ

岐阜三輪ＳＩＣ

岐阜各務原ＩＣ

関広見ＩＣ

可児御嵩ＩＣ

トヨタ自動車テストコース

飛騨メディカルバレー

新ヘルスケア・クラスター

既存医薬品メーカーの立地を活か
した新ヘルスケア産業の集積

・医薬品製造

・医療機器部品製造
・健康食品製造

航空機関連クラスター

次世代航空機の生産強化のために航空
機関連企業の集積を図る

・航空機素材製造

・内装・座席製造
・降着システム製造
・油圧・燃料・制御製造
・電子機器製造

食品クラスター

豊かな水資源を活かした
食品関連企業の集積

・乳製品製造

・調味料製造
・パン・菓子製造
・清涼飲料製造
・酒類製造

次世代自動車クラスター

次世代自動車（プラグインハイブ
リッド車、電気自動車、燃料電池
車）関連製造企業の集積

・リチウム電池製造

・バッテリー製造
・燃料電池製造

リニアテクノクラスター

リニア中央新幹線の技術に関連す
る研究開発拠点とリニア関連の高
度技術企業の集積

・超伝導ケーブル製造

・モーター制御装置製造
・駆動制御システム製造

航空機人材育成システム

スマートアグリパーク

ハイテク植物工場（機能性
野菜や高級花木）の集積

西回
りエリア

東濃クロスエ
リア

リニアテクノ工業団地

神岡宇宙素粒子研究施設

国際たくみアカデミー

川崎重工及び
川協企業集団

美濃ＩＣ

VRテクノセンター
中日本航空専門学校

ぎふ技術革新センター

航空機関連工業団地

岐阜県企業誘致戦略
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世界に選ばれる持続可能な観光地域づくりに向けた取組み

観光誘客の状況

観光誘客の取組み
■ 県内延べ宿泊者数は、コロナ前の令和元年に約７３０万人を記録。特に外国人延べ宿泊者数は同年、過去
最高の１６６万人を突破し、全国順位も１２位へ上昇するなど好調であった。

 ■ その後、新型コロナウイルスの感染拡大により、県内観光産業は大きな打撃を受けたが、令和６年にコロ
ナ前（令和元年）の数値を更新し、約８４０万人を記録したところ。

■ 県としては、観光産業の更なる発展を目指すため、「稼ぐ」観光地域づくりと観光誘客の加速により「世
界に選ばれる持続可能な観光地域づくり」を推進していく。

○ 交通ネットワーク拡大によるプロモーションの展開
・ 大阪・関西万博の来訪者へ向けた観光ＰＲの実施
・ 県内周遊ドライブキャンペーンの実施

   ・ 国際空港や駅を発着地とするツアー造成 等

○ 国内外からの観光誘客の全県展開
・ 県全域へのインバウンド誘客
・ 電子観光クーポン「ぎふ旅コイン」による観光誘客
・ 世界レベルのデジタルマーケティングの推進 等

○ 「稼ぐ」観光地域づくりの推進
・ 木曽三川サイクルツーリズムの推進
・ 中山道を活用した周遊滞在の促進
・ 高付加価値着地型体験コンテンツの充実 等

○ 世界に選ばれる持続可能な観光の全県拡大と周遊化
・ 世界レベルの観光地づくりへの支援
・ 岐阜県版サステイナブル・ツーリズムの発信強化
・ 人材確保に向けた観光事業者等の魅力発信支援 等

＊観光庁宿泊旅行統計調査を基に算出

＊H20を100として比較

8
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9

１．外国人延べ宿泊者数の推移（年次） 【出典：観光庁・宿泊旅行統計調査】

２．「持続可能な観光地」の国際認証（2020年から5年連続取得）

３．外国人延べ宿泊者数全国順位
（10位以内抜粋）

国 全国順位

スペイン 5／47位

イタリア 6／47位

フランス 7／47位

イギリス 8／47位

ドイツ 9／47位

４．高付加価値な着地型体験
コンテンツの販売を開始

誘客の促進 ＆ 滞在時間の延長 ＆ 観光消費額の拡大

日本刀鍛錬
＋座禅・居合

「月と岐阜城」

撮影ツアー 

〇オプショナルツアー約40本を造成PR

■ 「持続可能な観光地」の国際認証を５年連続で取得し、インバウンドでは本県の自然・伝統・文化・匠の技
が世界的に高い評価を受けている。2024年外国人延べ宿泊者数がコロナ前を大幅に上回る193万人と過去
最高を記録、全国でも14位。特に欧州で高い人気（スペイン5位、イタリア6位、仏英独も全国10位以内）。

■今年度、高付加価値な着地型体験コンテンツ約40本の販売を開始し、「観光消費額の拡大」を図る。

世界に選ばれる持続可能な観光地域づくり ～サステイナブル・ツーリズムの全面展開～



リニア中央新幹線を活かしたまちづくり リニアミナモ
©岐阜県/ＪＲ東海協力

（産業振興戦略）

10

＜凡例＞
工事着工済区間（約90％）
工事準備中区間（約3％）
調整中区間 （約7％）

出典：ＪＲ東海ホームページ（中央新幹線(品川・名古屋間)に係る事業説明会の資料） ※県一部加筆

岐阜県駅

中部総合車両基地

・リニア開業により、東京から１時間弱で「別世界」に！
・子どもたちの教育、企業の研究所やサテライトオフィスの設置など
経済活動に最適な場に

・東西南北どこからでもアクセスしやすい立地環境
・内陸で津波や高潮の心配がなく地盤も強固
・東京では味わえない自然、食、伝統文化などの魅力

・リニアを活かし、日本全体をより「豊か」に「強く」！
・地方と都市のメリットを両立させた多様な働き方・暮らし方が可能
となる、憧れや豊かさを感じられるまちづくりを目指す

品川駅から
岐阜県駅まで約６０分！



岐阜県の財政状況
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○歳入決算額は、投資的経費の縮小等による国庫支出金及び県債の減少などにより、Ｈ12年度をピークに減少、
   R元年度までは横ばい（Ｈ21年度は国の交付金増加等により一時的に増加）。
〇R２、３年度は、新型コロナウイルス感染症対策に関連した国庫支出金の増などにより増加。
○R６年度決算においては、円安等を背景とした企業収益の好調による法人事業税などの増により、県税収入が
 増加し過去最高となったことなどから、令和３年度以来３年ぶりの増加。

歳入決算額の推移
（普通会計ベース・令和７年度は６月補正後予算額）

12



税収の決算額の推移

○決算ベースでの県税収入は、令和６年度決算において増加。
○主な要因は、円安等を背景とした企業収益の好調により法人二税が増収となったほか、物価高の影響により

 地方消費税が増収となったことなどによるもの。

（普通会計ベース・令和７年度は６月補正後予算額）
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H11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6 7

その他の諸税 541 530 503 473 456 460 460 453 441 399 339 320 321 340 344 319 336 305 342 288 310 284 312 296 323 361 283

自動車税 364 366 369 367 362 355 365 360 360 356 349 339 335 331 328 323 319 317 317 319 326 332 329 337 338 337 334

地方消費税 397 411 386 358 376 416 394 407 410 386 246 258 250 243 246 268 471 462 465 469 451 537 607 563 583 600 617

法人事業税 502 496 511 405 435 461 520 644 705 619 330 279 294 300 316 338 422 491 458 493 507 450 541 570 576 637 598

法人県民税 102 103 107 90 95 100 107 123 134 119 59 91 103 103 96 103 99 85 82 90 88 59 58 58 55 61 55

利子割県民税 55 243 217 67 42 47 26 20 26 26 23 21 20 14 14 12 11 9 11 11 5 5 3 2 2 4 3

個人県民税 379 365 360 349 332 335 358 396 714 733 733 648 637 668 694 701 709 723 733 738 751 757 742 760 764 718 853

合計 2,340 2,514 2,453 2,109 2,098 2,174 2,230 2,403 2,790 2,638 2,079 1,956 1,960 1,999 2,038 2,064 2,367 2,392 2,408 2,453 2,438 2,424 2,592 2,586 2,641 2,718 2,743

2,340 
2,514 2,453 

2,109 2,098 2,174 2,230 
2,403 

2,790 
2,638 

2,079 1,956 1,960 
1,999 2,038 2,064

2,367 2,392 2,408 2,453 2,438 2,424 

2,592 2,586 2,641 
2,718 2,743 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

億円



歳出決算額の推移

○景気対策として、過去数次にわたる積極的な財政出動（公共事業における有効需要創出）を実施してきた
 が、平成12年度から投資規模を抑制。また、行財政改革による職員定数の削減により人件費を抑制。
○令和６年度決算においては、退職手当や公債費の増加などから令和３年度以来３年ぶりの増加。

（普通会計ベース・令和７年度は６月補正後予算額）
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H11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6 7

人件費 2,496 2,525 2,531 2,520 2,489 2,408 2,417 2,442 2,455 2,428 2,300 2,270 2,260 2,250 2,219 2,232 2,263 2,269 2,262 2,290 2,275 2,273 2,265 2,282 2,188 2,339 2,294

扶助費 167 169 176 171 94 92 90 80 77 81 86 105 111 110 111 114 118 120 120 123 126 127 139 142 149 152 160

公債費 652 739 787 865 957 1,000 1,058 1,181 1,278 1,320 1,348 1,311 1,296 1,279 1,265 1,242 1,214 1,152 1,128 1,050 1,035 991 1,013 1,040 1,074 1,135 1,161

投資的経費 3,643 3,395 3,150 2,953 2,453 2,124 1,880 1,707 1,478 1,327 1,385 1,236 1,169 1,147 1,431 1,363 1,349 1,441 1,353 1,497 1,655 1,937 2,198 1,917 1,548 1,615 1,388

その他 2,005 2,148 2,305 2,158 2,120 2,122 2,283 2,361 2,258 2,332 3,009 2,578 2,636 2,578 2,636 2,497 2,804 2,595 2,646 2,765 2,604 4,312 4,293 4,233 3,633 3,574 3,668

歳出総額 8,963 8,976 8,949 8,667 8,113 7,746 7,728 7,771 7,546 7,488 8,128 7,500 7,472 7,364 7,662 7,448 7,748 7,577 7,509 7,572 7,695 9,640 9,908 9,614 8,592 8,815 8,671

8,963 8,976 8,949 
8,667 

8,113 7,746 7,728 7,771 
7,546 7,488 

8,128 

7,500 7,472 
7,364 

7,662 7,448
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8,671 
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実質収支の推移

○本県は、これまで赤字決算は一度もなく、実質収支は黒字で推移。

（普通会計ベース）
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H10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

歳入 9,215 9,213 9,301 9,288 8,901 8,290 7,897 7,867 7,900 7,667 7,616 8,269 7,688 7,616 7,527 7,844 7,616 7,883 7,733 7,645 7,726 7,851 9,943 10,08 9,811 8,765 8,976

歳出 8,974 8,963 8,976 8,949 8,667 8,113 7,746 7,728 7,771 7,546 7,488 8,128 7,500 7,472 7,364 7,662 7,448 7,748 7,577 7,509 7,572 7,695 9,640 9,908 9,614 8,592 8,815

実質収支 46 37 35 26 34 39 42 42 70 63 67 59 69 53 62 58 63 69 65 55 68 79 214 93 97 73 67
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※ 実質収支は、形式収支（歳入総額－歳出総額）から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた額



県債の状況
○銀行等引受債をはじめ、多様な手段により資金調達を実施。
・ 「全国型市場公募債」の発行状況（借換債含む）
共同債 R5：320億円（うちｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ70億円）、R6：290億円（うちｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ70億円）、 R7：290億円（うちｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ70億円）

個別債 R5：100億円、R6：100億円、R7：100億円
○令和６年度の県債発行実績は、臨時財政対策債の減などにより減少。
○強靱化対策や公共施設老朽化対策の実施に伴い、県債残高は増加傾向であったが、令和５年度以降、２年連続で
県債残高が減少。

資金別県債発行実績（借換債を除く） 県債残高の推移
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H26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

その他 96 68 16 34 0 0 0 0 0 0 0

銀行等 557 578 640 598 808 867 868 674 738 591 612

市場公募(ミニ公募含) 350 350 350 380 284 266 291 470 269 296 225

公共団体金融機構 160 147 86 93 51 58 142 55 63 23 12

政府資金 89 87 100 78 82 87 105 226 120 85 27

合計 1,252 1,230 1,192 1,183 1,225 1,278 1,406 1,425 1,190 995 876

1,252 1,230 1,192 1,183 
1,225 1,278 
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※公共団体金融機構＝旧公営企業金融公庫資金

億円
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公債費の状況（決算額及び令和７年度予算額）

○ 近年、公共投資の縮減などによる県債発行の抑制に努めたことにより、公債費決算額は平成21年度を
ピークに減少。

○ 令和６年度決算においては、過去に発行した国の国土強靱化対策に係る県債の償還額の増加により、
４年連続で公債費が増加。
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基金の状況

○財源対策として活用可能な基金は、近年７００億円程度で推移。

18

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

基金残高 640 672 700 712 773 773 754 747 487 225 190 229 300 341 378 428 469 393 319 326 311 495 713 772 787 764 351
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健全化判断比率

指標名 対象範囲 岐阜県 全国平均
財政健全化法

早期健全化基準 財政再生基準

１．実質赤字比率 一般会計等
－

－ ３．７５以上 ５以上
－

２．連結実質赤字比率
一般会計等
公営企業会計

－
－ ８．７５以上 １５以上

－

３．実質公債費比率
一般会計等
公営企業会計

８．３％
＜全国 ６位＞

１０．１％

２５以上 ３５以上
９．２％

＜全国 ９位＞
１０．１％（速報）

４．将来負担比率

一般会計等
公営企業会計
一部事務組合
地方公社
第三セクター

２２３．７％
＜全国 40位＞

１４８．７％

４００以上
２２４．９％

＜全国 40位＞
１４４．１％（速報）

５．資金不足比率 公営企業会計
－

－ ２０以上
－

※1 一般会計等には、本県では９特別会計（公債管理特別会計、用度事業特別会計、地方独立行政法人資金貸付特別会計、母子父子寡婦福祉資金
貸付特別会計、中小企業振興資金貸付特別会計、就農支援資金貸付特別会計、林業改善資金貸付特別会計、県営住宅特別会計、徳山ダム上流
域公有地化特別会計）が含まれる。

※2 上段は令和５年度。下段は令和６年度。

※3 本県欄の「－」は黒字であることを示す。

※4 上段は令和５年度。下段は令和６年度。なお、令和６年度は、R7.9.30総務省発表数値（加重平均）

※１

※２

※３

※４

○実質公債費率、将来負担比率ともに早期健全化基準に達していない。
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経常収支比率

◇県財政の余裕度を示すもので低いほど健全。
◇公債費、社会保障関係経費などの義務的経費の
 増等により急速に上昇したが、近年は横ばい。

財政力指数

◇県財政の体力を示す指標で高いほど強い。
◇本県は全国平均を上回る水準を維持。

20

H21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

岐阜県 0.549 0.521 0.493 0.484 0.499 0.510 0.524 0.534 0.544 0.549 0.555 0.559 0.536 0.527 0.521 0.538

全国平均 0.516 0.490 0.465 0.455 0.464 0.473 0.491 0.505 0.516 0.518 0.522 0.523 0.500 0.494 0.491 0.512
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0.400
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H20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

岐阜県 99.1 98.9 93.6 93.6 93.7 93.6 92.5 92.2 94.2 94.0 93.0 93.6 92.4 84.7 92.4 92.1 93.8

全国平均 93.9 95.9 91.9 94.9 94.6 93.0 93.0 93.4 94.3 94.2 93.0 93.2 94.4 87.3 92.4 92.8 92.2

60

65

70

75

80

85

90

95

100

105（％）



公営企業決算

流域下水道事業 水道事業 工業用水道事業 病院事業

R６年度 R５年度 R６年度 R５年度 R６年度 R５年度 R６年度 R５年度

収益的収支（損益勘定）

収入 ５，７５１ ５，７８７ ５，５１３ ５，４８０ １０８ １１３ １３５ １４８

支出 ５，５２６ ５，５３３ ４，７２６ ４，５１９ ７５ ７５ １３５ １４８

収支差引 ２２５ ２５４ ７８７ ９６１ ３３ ３８ ０ ０

資本的収支 （資本勘定）

収入 １，６７１ １，２２７ ３４８ １，０４６ ０ ０ ７２０ １，４７６

うち企業債 ７７９ ４０８ ０ ０ ０ ０ ０ ０

支出 ２，４０７ １，８２５ ３，０１０ ３，７９６ ４３ ４６ ７２０ １，４７６

うち企業債償還金 １，１２１ １，１５８ ６０６ ６３７ ２０ ２０ ７２０ １，４７６

収支差引 ▲７３６ ▲５９８ ▲２，６６２ ▲２，７５０ ▲４３ ▲４６ ０ ０

内部留保資金 １，２４７ １，０６７ １２，５３４ １２，２４２ ２０２ １７２ － －

※資本的収支の不足額は、いずれも損益勘定留保資金などで補てん
21

［流域下水道事業］
○木曽川及び長良川流域４市６町の汚水を広域的に処理

※R2.4.1から公営企業会計に移行している。

［水道事業］
○可茂地区（美濃加茂市、可児市等）、東濃地区（多治見市、中津川市等）に水道用水を供給

［工業用水道事業］
○美濃加茂市内の企業等に工業用水を供給

［病院事業］
○岐阜県総合医療センター、多治見病院、下呂温泉病院の３病院を経営

※H22.4.1から３病院は地方独立行政法人化している。

（単位：百万円）



地方公会計に基づく財務諸表（１）

資産 R５年度末 R４年度末 増減 負債 R５年度末 R４年度末 増減

有形固定資産 １７，８９３ １７，９７７ ▲８４ 固定負債 - 県債 １７，０６９ １７，１３０ ▲６１

固定負債

 - 退職手当引当金等
２，１９０ ２，０２３ １６７

流動負債 １，５６１ １，４６０ １０１

負債合計 ２０，８２０ ２０，６１２ ２０８
無形固定資産 ４６２ ４７６ ▲１４

純資産 R５年度末 R４年度末 増減
投資等 ２，４７０ ２，５１６ ▲４６

固定資産等形成分 ２０，９１１ ２１，５２９ ▲６１８

余剰分（不足分） ▲１９，８６２ ▲２０，３７７ ５１５流動資産 １，０４３ ７９５ ２４８

純資産合計 １，０４９ １，１５２ ▲１０３

資産合計 ２１，８６９ ２１，７６４ １０５

負債・純資産合計 ２１，８６９ ２１，７６４ １０５

「後世の負担となる県の債務」

「これまでの世代による負担」

「後世へ引き継ぐ県の社会資本」

バランスシート（一般会計等）

表示単位未満を四捨五入しているため、合計額が一致していない場合があります。

◆本県の財務状況は、資産が負債を上回り、債務超過とはなっていない
◆「資産」は、減価償却累計額の増などにより減少した一方、県庁舎完成に伴う建物及び工作物の増などにより増加

→ 県民１人あたり １，１１１千円
◆「負債」は、退職手当引当金が減少した一方、公共事業等債の残高増等に伴い地方債が増加 → 県民１人あたり １，０５８千円
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（単位：億円）



科目 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率

経常費用

業務費用

人件費

物件費等

その他の業務費用

移転費用

補助金等

社会保障給付

7,864

4,858

2,447

1,692

719

3,006

2,878

128

8,306

4,618

2,288

1,650

680

3,689

3,561

128

△442

240

159

42

39

△683

△683

0

△5.3％

5.2％

6.9％

2.5％

5.7％

△18.5％

△19.2％

0％

経常収益

使用料及び手数料

その他

  純経常行政コスト

392

130

262

  7,472

265

132

134

  8,041

127

△2

128

  △569

47.9％

△1.5％

95.5％

 △7.1％

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

その他（上記以外）

76

58

15

2

163

140

14

8

△87

△82

1

△6

△53.4％

△58.6％

7.1％

△75.0％

臨時利益

資産売却益

その他

27

7

20

12

6

5

15

1

15

225.0％

16.7％

400.0％

純行政コスト 7,521 8,192 △671 △8.2％
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地方公会計に基づく財務諸表（２）
行政コスト計算書（一般会計等）

◆経常費用は７，８６４億円、臨時損失は７６億円 → 「費用」 県民１人あたり ４０３千円
 経常費用は人件費や物件費等の業務費用が６２％、市町村等への補助金や扶助費などの移転費用が３８％を占めている
◆経常収益は３９２憶円、臨時利益は２７憶円 → 「収益」 県民１人あたり ２１千円

表示単位未満を四捨五入しているため、合計額が一致していない場合があります。

（単位：億円）



地方三公社決算状況

経営改善のための主な取組

住宅供給公社（着実な遂行）

・平成26年度決算で債務超過が
解消
・平成27年度以降、次の取組み
等によりキャッシュフローを確
保し、借入残高を縮減
－保有宅地の早期処分
－賃貸住宅の入居率の向上
－借入利率の見直し

公 社 名
岐阜県

土地開発公社
岐阜県
道路公社 

岐阜県
住宅供給公社

出
資
状
況

出資団体数 1 4

出
資
金
額

総額 5 551

当該団体 5 550

その他団体 1

貸
借
対
照
表

資
産

流動資産 14,181 1,495

固定資産 5,019 4,800

繰延資産 

資産合計 19,200 6,295

負
債

流動負債 291 2,538

固定負債 10,338 2,955

特別法上の引当金等 

負債合計 10,629 5,493

資
本

資本金 5 551

剰余金 8,566 251

法定準備金 

資本合計 8,571 802 

負債・資本合計 19,200 6,295

損
益
計
算
書

経
常
損
益

営業収益 (a) 2,738 2,014

営業費用 (b) 2,677 1,947

一般管理費 (c) 77 9

営業利益           (d=a-b-c) ▲16 58

営業外収益 (e) 11 2

営業外費用 (f) 9 31

経常利益       (g=d+e-f) ▲14 29

特
別
損
失

特別利益 (h) 

特別損失 (i) 146

特定準備金計上前利益 (j=g+h-i） ▲160 29

特定準備金取崩 (k) 

特定準備金繰入 (l) 

法人税等 (m) 

当期利益   (n=g+h-i-m) ▲160

住宅供給公社については
 (n=j+k-l-m) 

29

（単位：団体、百万円）
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岐阜県（市場公募）債発行額
の推移と今後の発行予定

25



令和７年度発行計画 (実績含む） （単位：億円）

岐阜県債（市場公募債）発行額の
推移と今後の発行予定

・ 令和７年度の岐阜県債発行額は、前年度同額の390億円を予定しています。
・ 安定的な資金調達手段の確保及び、調達手段の多様化のため、今後も市場公募債の発行を進めていく予定です。

26

個別債（５年） 10月 100

共同債 ５月 20 ７月 30 ９月 50 11月 40 １月 30 ３月 50

グリーン共同債 ９月 30 ３月 40

・ 省エネ関連事業として、公共施設等の照明、信号機等のLED化を実施し、消費電力及びCO2排出量を削減。
・ このほか、森林資源保全事業として林道整備等を実施するとともに、気候変動適応事業として河川護岸、治水ダム、農業水利
 施設、砂防施設、治山施設の整備等を実施するなど、計７０億円を充当。

令和６年度グリーン共同債実績

発行額の推移



岐阜県総務部財政課
〒５００－８５７０
住所 岐阜県岐阜市薮田南２－１－１
ＴＥＬ ０５８－２７２－１８９６
ＦＡＸ ０５８－２７８－２５３１
Ｅｰｍａｉｌ c11105@pref.gifu.lg.jp

岐阜県ホームページアドレス
https://www.pref.gifu.lg.jp

お問合せ先
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